
                                事  務  連   絡 

                                平成２１年６月４日 

各都道府県・政令指定都市教育委員会 

 学校設備整備等主管課担当者 御中 

 情報教育主管課担当者 御中                                

                  文部科学省生涯学習政策局参事官 

                     (学習情報政策担当)付 

 

 

      「学校ＩＣＴ環境整備事業」に関する調査・周知等について（依頼） 

 

 

 標記事業につきましては、現在、事業計画書の作成・提出をお願いしているところですが、

申請に際し下記の追加事項、情報について周知、ご対応いただきますようにお願いします。 

 つきましては、各都道府県におかれましては、域内市町村教育委員会に対して、記１～４の

周知及び積極的な本補助金活用の要請をしていただくようお願いします。 

また、都道府県におかれましては、市町村から６月１２日までに提出された計画書や計画書

の変更内容をそのまま当方へ提出していただきますようにお願いします。 

 

                記 

 

 １．事業計画書（５月２７日迄提出分）の「１校あたり事業費」上位市町村 
 「１校あたり事業費（上位４０校市町村）5／27現在」を添付しますので、各自治体に 
おいては、参照の上必要な予算確保に更に努めていただきますようにお願いいたします。 

   現時点では、全国からの補助希望総額が国の予算総額を下回る見通しであることから、 
本件補助金について査定は行わない見通しとなっておりますので、周辺機器、電子黒板 
複数台等を含めて積極的に希望されるものを申請するようにお願いします。 
 なお、今回のＩＣＴ環境整備事業による各整備品目や自治体別の整備目標整備率は、「平 
成２１年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査」等において公表されること 
となりますので、このことも念頭に各自治体においては整備計画を立案いただきますよう 
にお願いいたします。 

   また、臨時交付金で足りない補助裏分には地方債を活用していただき、本事業の計画を 
  積極的に提出してくださいますようにお願いいたします。 
 

 ２．申請にあたっての対象品目の単価（見積り） 

   ４月２７日付事務連絡の資料「学校ＩＣＴ環境整備事業の概要（案）」欄外【注】 

（※７）の「積算単価は一つの目安であり、積算単価を上回る見積りも申請可能です。」 

   を参考に計上願います。 

 

 ３．電子黒板タイプ別申請台数調査（対象：全補助事業者） 

   各都道府県・政令指定都市において事業計画に記載された電子黒板のタイプについて、

別添様式（エクセルファイル）に記載いただき、都道府県・政令指定都市単位で６月１２

日（金）までにメールにてご提出ください。 
 
  
 
 
 



 
４．電子黒板研究モデル校調査（対象：都道府県・政令指定都市） 

   事業計画書様式３において「参考 モデル校の指定」として、各都道府県・政令指定都

市において、小学校及び中学校を各１校推薦・回答いただくこととなっておりますが、推

薦に際しモデル校として貴下自治体より立候補又は推薦のあった学校数について、上記３．

の回答時にメール本文に「小学校○○校」、「中学校○○校」と記載し回答願います。 
   
 ５．大阪府における府独自の支援のための予算要求（参考） 
   大阪府においては、以下のような府内市町村への支援について予算要求を行う予定との 

ことですので参考までにお伝えします。 
   府支援の概要（案） 
   ○今回の国事業によって新たに整備する予定のコンピュータ端末（以下、「ＰＣ」という） 
    にかかる、国事業の補助対象外の無償修理保証経費について、大阪府教育委員会が 
    補助金を交付する。 
   ○補助対象は、整備予定の教育用ＰＣ及び校務用ＰＣの無償修理保証経費（５年間分を 

想定）。 
   ○補助額はＰＣ本体の購入額（国補助額の２倍）の７％を上限とする方向で調整中。 
 
 
  
 
 

 
＜本件問い合わせ先＞ 
文部科学省生涯学習政策局参事官(学習情報政策担当）付 
   電話：０３－５２５３－４１１１ 

（内線 2656、2659、2657、2382）  
出口、牧、清水、山本、山崎 
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１校あたり事業費（上位４０市町村）５／２７現在１校あたり事業費（上位４０市町村）５／２７現在

万円

（注）5月27日に仮提出した一部の市町村のうちの上位40市町村


	6.4事務連絡
	上位４０市町村（５月２７日）
	スライド番号 1


